
令和 5年度（第 12期）事業計画書 

（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日まで） 

 

Ⅰ．重点施策 

  （１）協会員は憲章に掲げる行動規範を遵守し、品位を維持する。 

  （２）交通安全教育を徹底し、交通災害を撲滅する。 

（３）当該事業の内容を常に精査し、変化しつつある需要に的確な対処をすべく、 

適法・適切な契約を堅持する。 

  （４）入札制度参画にあっては、総合評価方式の導入を適宜訴えかける。 

  （５）会員各社構成員の業務研修の主宰にあっては、業界人としての知見の研鑚を企図 

した研修体制を構築する。 

  （６）運転サービス士主体の事業開催を企図し、運行サービスの品位向上を目指す。 

  （７）協会ホームページを適宜刷新し、充実した情報提供に努める。 

  （８）専門校にあっては、常に高品位な運転サービス士の育成を旨とする。 

  （９）各地区委員会の活動をとおして、各会員の相互理解を深め交流を醸成する。 

  （10）一般社団法人法に沿った協会運営を構築する。 

 

Ⅱ．『定款に基づく事業』 

 （１）自家用自動車管理業に関する調査及び研究 

   ・当該事業に対する顧客動向の調査及び事業展開に関連する法規等を覚知する 

ことを重視し、行政機関からの情報収集ならびに、適正対処の方策を研究する。 

 （２）自家用自動車管理業に関する指導及び研修会、セミナー等の開催 

・当該業務知識の高揚を目途とした各種研修会を実践することで、当業界の倫理を 

醸成する。 

 （３）自家用自動車管理業に関する情報の収集及び提供 

   ・関係機関及び行政当局からの情報収集または情報提供・交通事故実態調査 

 （４）自家用自動車管理業に関する人材育成 

   ・当該業務知識を包含する運行管理士の育成・運転士専門校の運営  

 （５）自家用自動車管理業に関する内外関係機関との交流及び協力 

   ・関係機関および他団体等との交流実践・賀詞交歓会 

 （６）前号に掲げるもののほか、本会の目的を達成するために必要な事業 

   ・当該事業にとって想定される法律改正および規制強化等を踏まえ、必要に応じて

対処措置等を検討討議する専門プロジェクトチームを編成する。 

 

１． コンプライアンス事業（コンプライアンス委員会） 

（１）協会憲章及び行動規範を重視した委員会討議を実践する。 

（２）政府による働き方改革の推進を覚知し、「時間外労働時間の抑制、有休管理、同一

労働同一賃金」等に対応すべく、行政当局の意向注視、他産業との類例比較等、

本件における調査確認および研究活動を積極的に行うべく、コンプライアンス委



員会にて講師を招き勉強会、研究会を実施する。 

（３）「自家用自動車管理マニュアル」の見直しを行ない、各会員に配布する。 

（４） 法令順守の普遍性および重要性を協会員に啓発し、以て当協会の倫理を確立する。 

 

２． 研修事業（研修委員会） 

（１） 「管理実務担当者勉強会」を東京、名古屋、大阪の 3地区で実施 

（２） 「運転サービス士研修会」を東京、名古屋、大阪の 3地区で実施 

（３） 「管理実務担当者勉強会」と「運転サービス士勉強会」の同時開催を 

  札幌、仙台、福岡の 3地区で実施 

（４） 協会員が適宜実施する各種研修会にあっては、必要に応じて支援する。 

  

３． 広報事業（広報委員会） 

（１） 協会ホームページの充足度合を常に精査し、最新の情報提供を図る。 

（２） 当協会に係る他団体等のイベントには、要請に応じて参加協力する。 

（３） ホームページ媒体を利して、総合評価方式のＰＲを推進する。 

 

４． 総務事業（総務委員会） 

（１） 時流の変化を見据えた当協会のあるべき姿勢、および将来像等を広義に亘り 

議論し、その方向性を模索する。 

・社会的に変化しつつある多種多様な移動ニーズに対し、当該事業に関連する 

 課題等を鋭意検討する。 

（２） 協会全般の事務手続き、および運営基準等について審議する。 

（３） 新規に入会の意向を示す法人等に対する事前調査、および審査を厳格に実施する 

とともに、既存会員との調整を行なう。 

（４）表彰制度の実施にともない、事前審査を行なう。 

（５）内外関係機関との交流方策を常に検討し、適宜実践するとともに、協会主催の関 

係各位による交流会「定時総会時懇親会・新年賀詞交歓会」の運営充実を図る。 

  （６）東京都認定自家用自動車運転士専門校 PR用 DMの作成、配布する。 

  （７）SDGsに向けた基本方針、指針の作成及び関連するイベント、事業に参加する。 

 

５． 専門校運営事業（専門校運営委員会） 

（１） 乗用車コースおよび、バスコースを設定し充実を図る。 

（２） 東京校年１２回および関西校年６回の開校を予定する。 

（３） 協会 HPおよび、各会合を利して開校情報を発信し、受講者増を促進する。 

 

６． 資格制度事業（資格制度委員会） 

（１） 「運行管理士」新任講習は２年に１回実施しており、令和３年度に新規講習を 

実施しているので令和５年度は新規講習を実施する。 

（２） 今までの運行管理士講習で使用したテキスト３冊の内容を精査するとともに 

利用しやすいように１冊に集約し、今回の「運行管理士」新任講習に使用する。  



（３） 「運転サービス士」研修 DVDの見直し修正を行ない、それに付随する研修テキ

ストも改正を行う。 

 

７. 定例委員会 

（１） 会員各社の職位に関わらず、積極的な当委員会への参加を促し、協会を取り巻く 

種々の課題および、懸念事項等に対して常に共通認識を維持する会議体とする。 

（２） 必要に応じて各界有識者等による講演会を企画することとし、参加協会員の素養 

の高揚および、憲章に掲げる倫理観の涵養を目途とする。 

 

８. 地区委員会 

（１）全国に展開する会員各社の各地区における共通課題等について、鋭意協議すると 

   ともに、地域性を鑑みた研究ならびに、調査等を実践する。 

（２）各地区における会員ならびに、他産業等との交流を行ない、相互理解を深める。 

（３） 北海道地区・東北地区・関東地区・中部地区・関西地区・九州地区の６地区にお

いて、委員会活動を実施する。 

 

９. 研修競技運営委員会 

（１）運転士を主体とした研修及び競技を実施し、運転技術、品位の向上を目指す。 

（２）研修及び競技を実施するにあたり、実行委員会を設立し掌握する。 

（３）家族も参加しやすいように体験型イベントの検討 

 

以上 


